
総合特区　特例措置（規制分野）　「法改正、政令、省令等の改正等が見込まれる項目」

特区＝１
全国＝２

「法」「政
令」「省令
等」の別

整理番号 特区名 提案概要 法令等 改正の概要 スケジュール 省庁 備考

1 省令等
（通達） 1507 つくば国際戦略総

合特区
搭乗型移動支援ロボットの規制緩
和

①道路交通法
②「搭乗型移動支援ロボット
の公道実証実験」に係る特
例措置について（平成24年
12月27日付け警察庁丁交企
発第177号、丁規発第92号）

「構造改革特別区域基本方針」(平成15年１月24日閣議決
定）における「搭乗型移動支援ロボットの公道実証実験事
業」の特例措置の内容を一部変更し、搭乗型移動支援ロ
ボットの公道実証実験（以下「実証実験」という。）を実施す
る際に配置することとされている保安要員について、搭乗型
移動支援ロボット(実証実験において既に使用され、搭乗し
ている者が保安要員としての業務を安全に行えるものに限
る。）に搭乗して保安要員としての業務を行うことを認めるこ
ととする。

平成26年12月27日に「構造改革特別区
域基本方針」の一部を改正するととも
に、平成27年１月８日に通達を発出済
み

警察庁

2 省令等 1922
栃木発再生可能エ
ネルギービジネス
モデル創造特区

電気事業法では、一定の水力発電
所について、ダム水路主任技術者
の選任を要するところ、土地改良事
業を施行する者が農業用用排水路
で発電設備を設置する場合には、
当該義務が課せられていない。
土地改良事業を施行する者以外が
農業用用排水路に発電設備を設置
する場合であっても、土地改良事業
を施行する者が農業用用排水路で
発電設備を設置する場合同様、ダ
ム水路主任技術者の選任を不要と
する。

平成24年経済産業省告示
100号

土地改良事業法に基づき管理されている農業用用排水路
に発電設備を設置する場合については、設置者に関わら
ず、ダム水路主任技術者の選任を不要とする。

平成27年４月30日改正済み（平成24年
経済産業省告示100号の廃止及び平成
17年経済産業省告示99号の制定）

経済産業
省

全国適用のた
め、総合特別
区域計画の認
定に係る同意
の要件はな
し。

2 省令等
（通知） 1952

「森里海連環　高
津川流域ふるさと
構想」特区

中型哺乳類の捕獲・殺処分を行う
際に、使用が制限されている銃器
（空気銃）を使用することへの規制
緩和

「鳥獣の保護及び狩猟の適
正化に関する法律の一部を
改正する法律の施行等につ
いて」
（平成27年５月20日付け環
自野発第1505201 号自然環
境局長通知）

銃を用いたどう猛な中型哺乳類の止めさしについても、安全
の確保等を前提として、鳥獣法の適用範囲内で行われるも
のと解することが可能である旨を明確にする。

平成27年９月29日付で通知を発出済み 環境省

（１）措置済

様式１Ｈ２６春協議



総合特区　特例措置（規制分野）　「法改正、政令、省令等の改正等が見込まれる項目」

特区＝１
全国＝２

「法」「政
令」「省令
等」の別

整理番号 特区名 提案概要 法令等 改正の概要 スケジュール 省庁 備考

2 法律

511

（512）

健幸長寿社会を創
造するスマートウ
エルネスシティ総
合特区

明示的同意を受けた匿名化された
健診・レセプトデータの２次利用

（黙示的同意をうけた匿名化された
健診・レセプトデータの２次利用）

個人情報の保護に関する法
律

個人情報の保護に関する法律について、改正案が今国会
で審議されているところであり、その審議状況を踏まえ、「健
康保険組合等における個人情報の適切な取扱いのための
ガイドライン」（平成16年12月27日厚生労働省）のQ＆Aにお
いて、詳細な取扱いをお示しすることとしている。

個人情報の保護に関する法律の改正
案の施行時期を考慮し、公表

厚生労働
省

2 通知 4201
群馬がん治療技術
地域活性化総合
特区

高精度重粒子線照射システム（CT
動画像に基づく、重粒子線照射技
術）については、放射線障害の防止
に関する構造設備の基準を満たし
た室であれば、制御装置が２つで
あっても、統合して操作するシステ
ムがある場合においては、重粒子
線治療装置とエックス線装置の同
時ばくしゃを可能とする。

・医療法施行規則第30条の
14
・医療法施行規則の一部を
改正する省令の施行につい
て（平成13年３月12日付医
薬発第188号）
・診療用粒子線照射装置に
係る診療用放射線の防護に
ついて（平成20年３月28日付
医政発第３号）

制御装置が２つであっても、１つの制御装置を使用した場合
と同程度の安全性が確認できる場合には、診療用粒子線照
射装置とエックス線装置の同時ばくしゃを認めても差し支え
ない旨を通知する予定。

関係者との調整を踏まえた上で、速や
かに通知を発出する予定。

厚生労働
省

（２）検討中（改正時期調整中）

Ｈ２６春協議 様式１


